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(百万円未満切捨て)
１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 59,093 △10.0 3,962 △32.7 4,191 △29.5 2,616 △65.7

2025年３月期 65,678 △2.9 5,892 14.2 5,943 10.7 7,628 81.8
(注) 包括利益 2026年３月期 2,371百万円( △71.3％) 2025年３月期 8,250百万円( 77.5％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 66.42 65.11 7.7 7.9 6.7

2025年３月期 186.76 183.34 22.2 11.2 9.0

(参考) 持分法投資損益 2026年３月期 149百万円 2025年３月期 97百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 49,708 31,824 63.1 830.17

2025年３月期 56,942 37,618 65.0 905.56
(参考) 自己資本 2026年３月期 31,345百万円 2025年３月期 37,004百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 3,550 △6,523 △8,047 12,480

2025年３月期 8,062 △843 △3,021 23,584

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － 0.00 － 70.10 70.10 3,023 37.5 8.3
2026年３月期 － 0.00 － 32.70 32.70 1,307 49.2 3.8
2027年３月期(予想) － 0.00 － 68.30 68.30 50.0

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 50,000 △15.4 2,800 △29.3 3,406 △18.7 5,464 108.9 138.72



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 1社 (社名)back check株式会社 、除外 ―社 (社名)―

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期 49,716,000株 2025年３月期 49,716,000株

② 期末自己株式数 2026年３月期 11,958,507株 2025年３月期 8,853,024株

③ 期中平均株式数 2026年３月期 39,390,312株 2025年３月期 40,848,498株

(参考) 個別業績の概要
１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 42,958 △9.6 1,943 △52.3 2,416 △47.0 1,602 △77.1

2025年３月期 47,523 △0.8 4,077 19.3 4,555 34.5 7,003 142.9

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 40.67 39.87

2025年３月期 171.45 168.30

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 39,495 28,746 71.6 748.73

2025年３月期 48,914 35,246 70.8 847.86

(参考) 自己資本 2026年３月期 28,270百万円 2025年３月期 34,646百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する
一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要
因により大きく異なる可能性があります。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

①2026年３月期の経営成績

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日
至 2026年３月31日）

増減 増減率

売上高 65,678 59,093 △6,584 △10.0％

営業利益 5,892 3,962 △1,929 △32.7％

経常利益 5,943 4,191 △1,752 △29.5％

親会社株主に帰属する
当期純利益

7,628 2,616 △5,012 △65.7％

当社グループは求人情報サイトの運営・人材紹介・教育評価を中心に、「人材採用・入社後活躍」の支援事業を

メインに展開しております。

国内の人材ビジネス市場では、少子高齢化による働き手の減少や産業構造の変化により、人材不足が深刻化して

おります。その結果、企業の採用競争は激しくなり、採用市場は大きな変化の局面を迎えています。

そのような環境の中で当社グループは当連結会計年度を含む今後２年間を構造改革および戦略方針の転換の年と

位置付け、事業ポートフォリオの見直し、コスト削減、成長投資の３つを最重要戦略とし事業運営をしておりま

す。当期は事業ポートフォリオの見直しの一環としてengage事業の譲渡を決定し、主力事業であるエン転職及びエ

ージェントの強化を行ってまいりました。エン転職は前期までの投資抑制の影響を受けて減収となりましたが、利

用企業数の増加を実現しました。エージェントにおいてはグローバル人材紹介を展開するエンワールド・ジャパン

がコンサルタント増員や生産性の改善を実現し、増収しております。これらの結果、連結売上高は59,093百万円

（前期比10.0％減）となりました。

また、利益面においてはengageにおいて広告宣伝費をはじめとする費用効率化により費用削減が進んだものの、

減収による減益相当額を補うには至らず、営業利益は3,962百万円（前期比32.7％減）、経常利益は4,191百万円

（前期比29.5％減）となりました。前年度、株式会社タイミーの株式の売却により投資有価証券売却益5,456百万

円を特別利益に計上しましたが、当連結会計年度は重要な特別利益の計上がなく、親会社株主に帰属する当期純利

益は2,616百万円（前期比65.7％減）となりました。

②主要な事業の概況（管理会計ベース）

（単位：百万円）

売上高

前連結会計年度

（自 2024年４月１日

至 2025年３月31日）

当連結会計年度

（自 2025年４月１日

至 2026年３月31日）

増減率

HR

国内

採用

サービス

メディア

エン転職 17,391 15,306 △12.0%

engage 9,753 7,057 △27.6%

その他 15,618 15,343 △1.8%

エージェント 9,915 10,852 9.4%

その他 1,795 2,533 41.1%

教育・評価

サービス
1,687 1,752 3.8%

海外
採用

サービス

メディア・

エージェント
2,592 2,722 5.0%

ITエンジニア派遣 3,416 3,742 9.5%

非HR 国内
営業代行

サービス
1,983 1,784 △10.0%

※各事業の売上高合算と連結売上高との差異は、事業間調整及び連結調整等によるものであります。

※非HRというサービス区分はありますがセグメント上は単一の人材サービス事業です。
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サービス区分別の経営成績は次のとおりです。

（メディア）

売上高はエン転職では利用企業数が増加し改善傾向が見られるものの、減収が継続しております。engage

においては期初より事業黒字化に向けた投資適正化を図っており減収となっております。

その結果、売上高は37,707百万円（前年同期比11.8%減）となりました。

（エージェント）

売上高はグローバル人材紹介事業を展開するエンワールド・ジャパンにおいてはコンサルタントの増員な

どにより成長し、エンエージェントにおいては高年収帯での決定が増加した結果、増収となりました。

その結果、売上高は10,852百万円（前年同期比9.4%増）となりました。

（採用サービス その他）

売上高は主に派遣会社向けに採用管理システムを提供するゼクウにおいて取引単価の向上や、10月より連

結子会社となったリファレンスチェックサービスを展開するback checkの新規連結により増収となりまし

た。

その結果、売上高は2,533百万円（前年同期比41.1%増）となりました。

（教育・評価サービス）

売上高はタレントマネジメントシステムや入社後のオンボーディングサービスの利用が伸長し、増収とな

りました。

その結果、売上高は1,752百万円（前年同期比3.8%増）となりました。

（海外）

売上高はベトナム国内での景気回復や、ITエンジニア派遣において米国事業が成長し、増収となりまし

た。

その結果、売上高は6,464百万円（前年同期比7.6%増）となりました。
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（２）当期の財政状態の概況

資産・負債及び純資産の状況

（資産）

当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ7,233百万円減少し、49,708百万円となりま

した。

このうち流動資産は9,883百万円減少し、27,205百万円となりました。これは主に自己株取得やback check株

式会社の取得により、現金及び預金が8,957百万円、有価証券2,000百万円が減少し、受取手形、売掛金及び契約

資産が798百万円増加したこと等によるものであります。また、固定資産は2,649百万円増加し、22,502百万円と

なりました。これは、ソフトウエアが844百万円、のれんが694百万円、その他に含まれる顧客関連資産が1,133

百万円増加したこと等によるものであります。

（負債）

負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べ1,439百万円減少し、17,884百万円となりました。このう

ち流動負債は2,001百万円減少し、14,539百万円となりました。これは前連結会計年度の税負担が減少したこと

により未払法人税等が2,318百万円減少したこと等によるものであります。また、固定負債は561百万円増加し、

3,345百万円となりました。

（純資産）

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ5,794百万円減少し、31,824百万円となりました。これは主

に親会社株主に帰属する当期純利益の計上2,616百万円があった一方、自己株式の取得により5,000百万円減少、

配当金の支払いにより3,023百万円減少したこと等によるものです。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べて11,103百万円減少し、12,480百万円

となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

① キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、3,550百万円のプラス（前連結会計年度は

8,062百万円のプラス）となりました。これは、税金等調整前当期純利益3,628百万円、減価償却費3,182百万

円、法人税等の支払額3,623百万円があったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、6,523百万円のマイナス（前連結会計年度

は843百万円のマイナス）となりました。これは、定期預金の払戻による収入5,965百万円、無形固定資産の取

得による支出4,182百万円、定期預金の預入による支出6,342百万円があったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、8,047百万円のマイナス（前連結会計年度

は3,021百万円のマイナス）となりました。これは、自己株式の取得による支出5,004百万円があったこと等に

よるものであります。

当社グループでは、主として営業活動によるキャッシュ・フローにより、必要とする資金を調達しておりま

す。また、取引銀行２行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約（極度額11,000百万円）を締結しておりま

すが、当連結会計年度末における借入実行残高はありません。

なお、重要な設備の新設等の計画はありません。
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（４）今後の見通し

【中長期的な見通し】

当社グループが属する国内人材ビジネス市場は、少子高齢化の進行に伴う生産年齢人口の減少や産業構造の変化を

背景に、構造的な労働力不足が一層深刻化しております。これにより、企業間の人材獲得競争は継続的に激化してお

り、採用市場は大きな転換期を迎えています。

こうした環境下においては、雇用の流動性の高まりに加え、求職者・企業双方におけるサービス選択の多様化・高

度化が進展しており、人材マッチングの難易度は一段と高まっています。特に、業種・地域間での需給ギャップの拡

大により、労働市場のミスマッチが顕在化しており、中小企業を中心に採用難や人件費上昇が経営課題となっていま

す。

また近年では、AI技術の急速な進展により、採用・人材マッチング領域においてもデータ活用の高度化や業務効率

化が進んでいます。求人・求職データの分析精度向上やスクリーニングの自動化、キャリア提案の高度化など、AIの

利活用はサービス付加価値の向上と生産性改善の両面で重要性を増しています。一方で、企業においてはAI人材やデ

ジタル人材の需要が急速に拡大しており、人材需給の偏在はさらに強まる傾向にあります。

企業側では、賃上げやリテンション施策の強化、リスキリング投資の拡充など、人材確保・定着に向けた取り組み

が加速していますが、労働供給制約は依然として強く、今後も人材獲得競争は一層激しさを増す見通しです。また、

求職者のキャリア志向の変化により、業界を横断した転職が進むなど、人材の流動化はさらに進展すると見込まれま

す。

このような環境の中で、企業間の人材確保力の差は拡大し、競争優位性の二極化が進行する可能性があります。

一方、海外市場においては、当社グループが展開するインドおよびベトナムにおいて、中長期的に高い経済成長が

見込まれています。両国は人口規模が大きく平均年齢も若いことから、IT・テクノロジー分野を中心に旺盛な人材需

要が継続しており、AI・デジタル領域を含めた高度人材ニーズの拡大を背景に、成長ポテンシャルは引き続き高いと

認識しております。

当社グループは、2027年３月期を最終年度とする中期経営計画のもと成長戦略を推進してまいりましたが、事業環

境の急速な変化を踏まえ、経営方針および事業戦略の抜本的な見直し（構造改革）を進めております。

深刻化する人材不足は社会的課題である一方、人と組織の課題解決を使命とする当社グループにとっては、中長期

的な成長機会でもあります。特にAIの進展は、当社サービスの高度化および提供価値の拡張を可能にする重要なドラ

イバーであり、今後の競争優位性を左右する要素と認識しています。

今後は、事業ポートフォリオの再構築、コーポレート・ガバナンスの強化、ならびに意思決定の迅速化を推進する

とともに、AIをはじめとするテクノロジー活用を積極的に進めてまいります。

当社グループは、事業活動を通じて人材と企業の最適なマッチングを実現し、社会全体の生産性向上と持続的成長

に貢献するとともに、企業価値の向上を目指してまいります。
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【次期の見通し】

2027年３月期の業績計画は、売上高50,000百万円（前期比15.4％減）、営業利益2,800百万円（前期比29.3％減）、経

常利益3,406百万円（前期比18.7％減）、親会社株主に帰属する当期純利益5,464百万円（前期比108.9％増）を予定して

おります。

2027年3月期は、構造改革の2年目にあたり事業ポートフォリオの見直し、コスト削減、成長投資の3つの重要戦略を推

進し、再成長を目指す変革の年としております。

事業改革および組織改革、成長に資する投資をおこなうものの、2026年4月1日付で公表した「特別利益（関係会社株

式売却益）の計上」により減収増益の計画としております。

当社は、中長期的な利益成長の観点から、事業ステージに応じた適切な投資を図りつつ、ブランド投資や設備投資、

М＆Ａ、出資など株主価値向上に資する戦略的な投資を行っていくことを基本方針としております。

また、株主還元を強化することを掲げ、利益配当金につきましては経営成績、財政状態および今後の事業展開に備える

ための内部留保も勘案のうえ実施することを基本方針としております。

2027年３月期の配当金につきましては、配当性向50.0％、１株あたりの年間配当計画は68円30銭を予定しておりま

す。

※配当性向は「親会社株主に帰属する当期純利益」を算定根拠としております。

※配当性向の算定に用いる１株当たり当期純利益については、自己株式を除く株数で親会社株主に帰属する当期純利益

を除しておりますが、この自己株式には株式給付信託（J-ESOP）分を含めて算定しております。実際には、株式給付信

託分の株式についても配当を行うため、当社が設定する配当性向はこれを加味したものとなります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。

なお、国際財務報告基準（ＩＦＲＳ）の適用につきましては、国内外の情勢を考慮の上、適切に対応していく方針

であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 27,481 18,524

受取手形、売掛金及び契約資産 ※1 6,439 ※1 7,237

有価証券 2,000 －

貯蔵品 2 2

その他 1,348 2,174

貸倒引当金 △183 △732

流動資産合計 37,089 27,205

固定資産

有形固定資産

建物 833 922

減価償却累計額 △734 △765

建物（純額） 98 156

車両運搬具 7 －

減価償却累計額 △7 －

車両運搬具（純額） － －

器具及び備品 862 875

減価償却累計額 △774 △780

器具及び備品（純額） 87 95

リース資産 801 784

減価償却累計額 △306 △442

リース資産（純額） 495 342

建設仮勘定 － 2

有形固定資産合計 681 597

無形固定資産

ソフトウエア 7,427 8,271

のれん 1,681 2,376

その他 964 2,042

無形固定資産合計 10,073 12,691

投資その他の資産

投資有価証券 4,661 4,472

長期貸付金 816 179

繰延税金資産 1,315 1,667

関係会社株式 650 760

その他 2,122 2,159

貸倒引当金 △468 △24

投資その他の資産合計 9,097 9,214

固定資産合計 19,853 22,502

資産合計 56,942 49,708
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 913 2,627

リース債務 128 161

未払金 4,445 3,867

未払法人税等 3,070 751

賞与引当金 1,292 1,390

役員賞与引当金 29 28

前受金 ※2 5,010 ※2 4,382

その他 1,649 1,328

流動負債合計 16,540 14,539

固定負債

役員退職慰労引当金 2 19

退職給付に係る負債 258 317

リース債務 423 227

繰延税金負債 52 471

株式給付引当金 610 656

資産除去債務 209 256

長期未払金 1,203 1,364

その他 24 32

固定負債合計 2,783 3,345

負債合計 19,323 17,884

純資産の部

株主資本

資本金 1,194 1,194

資本剰余金 488 479

利益剰余金 48,306 47,899

自己株式 △14,971 △19,966

株主資本合計 35,019 29,606

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 238 292

為替換算調整勘定 1,746 1,445

その他の包括利益累計額合計 1,984 1,738

新株予約権 600 476

非支配株主持分 14 2

純資産合計 37,618 31,824

負債純資産合計 56,942 49,708
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売上高 65,678 59,093

売上原価 13,240 9,478

売上総利益 52,437 49,615

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 15,731 14,679

給料及び手当 12,264 12,291

賞与 1,911 1,878

賞与引当金繰入額 1,197 1,312

役員賞与引当金繰入額 29 28

支払手数料 5,611 5,646

貸倒引当金繰入額 △95 67

その他 9,895 9,746

販売費及び一般管理費合計 46,545 45,652

営業利益 5,892 3,962

営業外収益

受取利息 355 329

受取配当金 2 1

持分法による投資利益 97 149

為替差益 12 47

雑収入 52 81

営業外収益合計 520 608

営業外費用

支払利息 42 40

投資事業組合運用損 33 245

貸倒引当金繰入額 48 87

支払手数料 332 4

雑損失 12 3

営業外費用合計 469 380

経常利益 5,943 4,191

特別利益

固定資産売却益 0 －

投資有価証券売却益 ※１ 5,456 ※１ 11

特別利益合計 5,456 11

特別損失

リース解約損 36 －

固定資産売却損 5 －

固定資産除却損 ※２ 374 ※２ 1

投資有価証券評価損 0 16

減損損失 ※３ － ※３ 386

組織再編費用 ※４ － ※４ 170

特別損失合計 417 574

税金等調整前当期純利益 10,982 3,628

法人税、住民税及び事業税 3,704 1,380

法人税等調整額 △353 △370

法人税等合計 3,350 1,009

当期純利益 7,631 2,618

非支配株主に帰属する当期純利益 2 2

親会社株主に帰属する当期純利益 7,628 2,616
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

当期純利益 7,631 2,618

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △9 54

為替換算調整勘定 628 △302

その他の包括利益合計 618 △247

包括利益 8,250 2,371

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 8,246 2,369

非支配株主に係る包括利益 3 1
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約

権

非支配株

主持分

純資産合

計資本金
資本剰余

金

利益剰余

金
自己株式

株主資本

合計

その他有

価証券

評価差額

金

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合

計

当期首残高 1,194 489 43,696 △14,993 30,388 247 1,119 1,367 395 10 32,161

当期変動額

剰余金の配当 △3,023 △3,023 △3,023

親会社株主に帰属

する当期純利益
7,628 7,628 7,628

自己株式の取得 △0 △0 △0

自己株式の処分 △0 21 20 20

連結範囲の変動 4 4 4

株主資本以外の項

目の当期変動額

（純額）

－ △9 627 617 205 3 826

当期変動額合計 － △0 4,610 21 4,630 △9 627 617 205 3 5,457

当期末残高 1,194 488 48,306 △14,971 35,019 238 1,746 1,984 600 14 37,618

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本 その他の包括利益累計額

新株予約

権

非支配株

主持分

純資産合

計資本金
資本剰余

金

利益剰余

金
自己株式

株主資本

合計

その他有

価証券

評価差額

金

為替換算

調整勘定

その他の

包括利益

累計額合

計

当期首残高 1,194 488 48,306 △14,971 35,019 238 1,746 1,984 600 14 37,618

当期変動額

剰余金の配当 △3,023 △3,023 △3,023

親会社株主に帰属

する当期純利益
2,616 2,616 2,616

自己株式の取得 △5,000 △5,000 △5,000

自己株式の処分 △3 4 1 1

非支配株主との取

引に係る親会社の

持分変動

△6 △6 △6

株主資本以外の項

目の当期変動額

（純額）

－ 54 △301 △246 △123 △11 △382

当期変動額合計 － △9 △407 △4,995 △5,412 54 △301 △246 △123 △11 △5,794

当期末残高 1,194 479 47,899 △19,966 29,606 292 1,445 1,738 476 2 31,824
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 10,982 3,628

減価償却費 2,782 3,182

のれん償却額 405 469

減損損失 － 386

貸倒損失 8 35

貸倒引当金の増減額（△は減少） △71 121

賞与引当金の増減額（△は減少） 140 98

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △16 △0

受取利息及び受取配当金 △357 △330

支払利息 42 40

支払手数料 332 4

為替差損益（△は益） △0 △14

持分法による投資損益（△は益） △97 △149

投資事業組合運用損益（△は益） 33 245

投資有価証券評価損益（△は益） 0 16

投資有価証券売却損益（△は益） △5,456 △11

固定資産売却損益（△は益） 5 －

固定資産除却損 374 1

売上債権の増減額（△は増加） △113 △939

仕入債務の増減額（△は減少） △12 1,699

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 69 59

未払金の増減額（△は減少） 110 △418

前受金の増減額（△は減少） 114 △688

その他 493 △564

小計 9,771 6,871

利息の支払額 △42 △40

利息及び配当金の受取額 337 343

法人税等の支払額 △2,058 △3,623

法人税等の還付額 54 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,062 3,550
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5,828 △6,342

定期預金の払戻による収入 4,885 5,965

有形固定資産の取得による支出 △39 △117

有形固定資産の売却による収入 1 －

無形固定資産の取得による支出 △3,767 △4,182

投資有価証券の取得による支出 △1,306 △28

投資有価証券の売却及び償還による収入 5,341 47

事業譲受による支出 － △90

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

※２ △65 ※２ △1,922

敷金及び保証金の差入による支出 △125 △47

敷金及び保証金の回収による収入 29 27

保険積立金の積立による支出 △19 △20

保険積立金の解約による収入 － 114

その他の収入 50 72

投資活動によるキャッシュ・フロー △843 △6,523

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △0 △5,004

配当金の支払額 △3,021 △3,021

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

－ △19

その他の収入 0 0

その他の支出 － △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,021 △8,047

現金及び現金同等物に係る換算差額 161 △83

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,358 △11,103

現金及び現金同等物の期首残高 19,178 23,584

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 47 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 23,584 ※１ 12,480
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 14社

連結子会社の名称

エンワールド・ジャパン株式会社

en-Asia Holdings Ltd.

Navigos Group, Ltd.

Navigos Group Vietnam Joint Stock Company

Nhan Luc Viet Development&Education Company Limited

New Era India Consultancy Pvt, Ltd.

Future Focus Infotech Pvt, Ltd.

Future Focus Infotech FZE

Focus America INC

Focus Infotech Labors Supply Services

株式会社ゼクウ

エンSX株式会社

株式会社VOLLECT

back check株式会社

当連結会計年度においてback check株式会社は全株式を取得したため、連結の範囲に含めております。

(2) 主要な非連結子会社の名称

株式会社Insight Tech 他５社

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等が、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数 1社

株式会社Hajimari

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称

株式会社Insight Tech 他６社

（持分法を適用しない理由）

持分法を適用していない会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

連結子会社 決算日

Navigos Group, Ltd. 12月31日 (注１)

Navigos Group Vietnam Joint Stock Company 12月31日 (注１)

Nhan Luc Viet Development&Education
Company Limited

12月31日 (注１)

株式会社VOLLECT ５月31日 (注２)

(注)１．連結財務諸表の作成に当たっては、連結子会社の決算日の財務諸表を

使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。

(注)２．連結財務諸表の作成に当たっては、３月31日で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

イ 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

ロ その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの）については組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② 棚卸資産

貯蔵品

最終仕入原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８年～25年

器具及び備品 ２年～20年

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間

で均等償却する方法によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用）は、性質に応じて利用可能期間を５年と見込んでおります。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお

ります。

③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に見合う分を計上してお

ります。

④ 役員退職慰労引当金

役員に対して支給する退職慰労の支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に見合う分を計上し

ております。

⑤ 株式給付引当金

株式給付規則に基づく従業員の当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見

込額に基づき計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

① メディア

自社採用ホームページ制作等の無償サービスの提供に付随した採用支援ツールの利用や、当社グループが運営

する求人サイトを利用して転職希望者を紹介する人材紹介サービス、当社グループが運営する求人サイトへの広

告掲載サービスを提供しております。

採用支援ツールの利用については、契約に基づき当ツールの利用頻度に応じて請求をするものであるため、利

用された時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

人材紹介サービスについては、転職希望者の入社を成立させる成果報酬型のサービスを提供するものであるた

め、転職希望者が入社をした時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

求人サイトへの広告掲載については、契約期間にわたりサービスを提供するものであるため、時の経過に応じ

て履行義務が充足されると判断し、当該契約期間で按分して収益認識しております。

② エージェント

社員の中途採用の需要がある顧客に対して、キャリアパートナーが転職希望者を紹介する人材紹介サービスを

提供することにより、顧客から紹介料を得ております。顧客への人材紹介については、転職希望者の入社を成立

させる成果報酬型のサービスを提供するものであるため、転職希望者が入社をした時点で履行義務が充足される

と判断し、収益を認識しております。

③ 採用サービスその他

主に派遣会社向けに採用管理システムの利用により、顧客から利用料を得ております。採用管理システムの利

用については、契約に基づき当システムの利用頻度に応じて請求をするものであるため、利用された時点で履行

義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
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④ 教育・評価サービス

タレントマネジメントシステムや入社後のオンボーディングサービスの利用により、顧客から利用料を得てお

ります。これらのシステム及びサービス利用については、契約に基づきこれらの利用頻度に応じて請求をするも

のであるため、利用された時点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

⑤ 海外

海外事業は、ベトナム・インドを中心に、求人サイトの運営やエージェントを利用した人材紹介サービスの提

供、人材派遣サービスの提供をしております。

人材派遣については、専門職等の人材需要がある顧客に対して、人材の派遣をすることにより、顧客から派遣

手数料を得ております。これは、契約に基づき労働力を提供するものであるため、派遣社員による労働力の提供

に応じて履行義務が充足されると判断し、派遣期間の稼働実績に応じて収益を認識しております。

なお、求人サイトの運営及びエージェントを利用した人材紹介サービスの提供に係る主な履行義務の内容等は

①及び②と同様であります。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果が発現すると見積られる期間で均等償却しております。

(6) 退職給付に係る会計処理の方法

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資であります。

(8) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持

分に含めております。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおりであり

ます。

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

受取手形 ―百万円 1百万円

売掛金 6,383百万円 7,178百万円

契約資産 55百万円 58百万円

※２ 前受金のうち、契約負債の金額は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

契約負債 5,010百万円 4,382百万円

※３ 当座貸越契約

当社では、取引銀行２行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。この契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

当座借越極度額及び貸出コミットメ
ントの総額

11,000百万円 11,000百万円

借入実行残高 －百万円 －百万円

差引額 11,000百万円 11,000百万円
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(連結損益計算書関係)

※１ 投資有価証券売却益の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

株式会社タイミーなどの株式売却により投資有価証券売却益を計上しております。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

株式会社RevComm及び株式会社出版文化社の株式売却により投資有価証券売却益を計上しております。

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

器具及び備品 2百万円 0百万円

ソフトウエア 326百万円 1百万円

その他 45百万円 0百万円

計 374百万円 1百万円

※３ 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

（１）減損損失を認識した資産グループの概要

種類 用途 場所 金額（百万円）

ソフトウエア
ソフトウエア仮勘定

事業用資産 東京都新宿区 386

（２）減損損失の認識に至った経緯

当社グループは、事業用資産等について継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分に基づきグルーピ

ングを行っております。

国内採用サービスの一部の資産グループについては、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであるため、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額を減損損失（386百万円）として特別損失に計上しております。

回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるた

め、回収可能価額は零として評価しております。

※４ 組織再編費用

当連結会計年度において、組織再編費用170百万円を計上しております。これは、株式会社エンゲージの株式売却

にかかる諸費用（アドバイザリー費用、専門家報酬等）であります。
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(連結包括利益計算書関係)

※ その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 △13百万円 82百万円

組替調整額 －百万円 －百万円

法人税等及び税効果調整前 △13百万円 82百万円

法人税等及び税効果額 4百万円 △27百万円

その他有価証券評価差額金 △9百万円 54百万円

為替換算調整勘定

当期発生額 628百万円 △302百万円

組替調整額 －百万円 －百万円

為替換算調整勘定 628百万円 △302百万円

その他の包括利益合計 618百万円 △247百万円

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

現金及び預金 27,481百万円 18,524百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △5,897百万円 △6,043百万円

有価証券勘定のうち現金同等物に該当する残高 2,000百万円 －百万円

現金及び現金同等物 23,584百万円 12,480百万円

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

株式の取得により新たにback check株式会社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳は次のと

おりです。

流動資産 65百万円

固定資産 33百万円

のれん 1,115百万円

無形資産 1,230百万円

流動負債 △67百万円

固定負債 △435百万円

取得価格 1,942百万円

子会社の現金及び現金同等物 △19百万円

差引：取得のための支出 1,922百万円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、人材サービス事業のみの単一セグメントであり、セグメント情報の記載を省

略しております。

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり純資産額 905円56銭 830円17銭

１株当たり当期純利益金額 186円76銭 66円42銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

183円34銭 65円11銭

(注)１．株主資本において、自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利益金

額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めており、また、１株当たり純資産額

の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。

なお、１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前連結会計年度

2,282,133株、当連結会計年度2,251,227株であり、また、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己

株式の期末株式数は前連結会計年度2,268,400株、当連結会計年度2,229,900株であります。

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度

(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 7,628 2,616

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

7,628 2,616

普通株式の期中平均株式数(株) 40,848,498 39,390,312

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 763,040 789,729

(うち新株予約権(株)) （763,040） （789,729）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
の概要

― ―
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(重要な後発事象)

１．吸収分割

当社は、当社を吸収分割会社、子会社である株式会社エンゲージを吸収分割承継会社とする吸収分割を2026年４月

１日に行いました。

(1) 取引の概要

① 対象となった事業の名称及び当該事業の内容

事業名称：engage事業

事業内容：求人サイト「エンゲージ」及び採用支援ツール「engage」を提供する求人情報サービス事業（「エ

ン カイシャの評判」を除く）

② 企業結合日

2026年４月１日

③ 企業結合の法的形式

当社を吸収分割会社とし、当社が100％出資して設立した子会社である株式会社エンゲージを吸収分割承継会社

とする吸収分割（簡易吸収分割及び略式吸収分割）であります。

④ 結合後企業の名称

株式会社エンゲージ

⑤ 取引の目的

当社は、2026年３月期から2027年３月期までを再成長に向けた構造改革期間と位置づけ、事業ポートフォリオ

の見直し、コスト削減及び成長投資を推進している中で、採用市場の多様化や競合環境の激化等を踏まえ、

engage事業を単独で計画どおり成長させることは困難であると判断したことから、当該事業を切り出し、新会社

に承継させたうえで、第三者である株式会社カカクコムとの連携のもとで事業の継続的な成長及び企業価値向上

を図ることを目的として、本吸収分割を行うものであります。

(2) 会計処理の概要

本吸収分割は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2024年９月13日）に基づき、

処理を行う予定であります。

２．重要な子会社等の株式の売却

当社は、子会社である株式会社エンゲージの発行済み株式の一部を2026年４月１日に株式会社カカクコムに譲渡し

ました。

(1) その旨及び理由

本株式譲渡は、engage事業の継続的な成長実現及び企業価値向上を図るため、同事業に対して成長投資を行う

意向を有する株式会社カカクコムとの連携を強化し、当社グループの事業ポートフォリオの最適化及び経営資源

の重点配分を進めることを目的とするものであります。

(2) 売却する相手会社の名称

株式会社カカクコム

(3) 売却の時期

2026年４月１日

(4) 当該子会社等の名称、事業内容及び当社との取引内容

名称：株式会社エンゲージ

事業内容：engage事業（求人サイト「エンゲージ」及び採用支援ツール「engage」の運営）

当社との取引内容：当社が当該子会社の株式を保有し、engage事業を当社グループの一事業として運営してい

るほか、グループ内での人材・ノウハウ等の提供等を行っています。

(5) 売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分比率

売却する株式の数：851株（発行済株式総数1,000株の85.1％）

売却価額：未定

売却損益：本株式譲渡に伴い、2027年３月期第１四半期会計期間において当該売却益4,449百万円の特別利益

（関係会社株式売却益）の計上を見込んでおります。

売却後の持分比率：14.9％

(6) その他重要な特約等がある場合にはその内容

本株式譲渡契約における最終的な譲渡価額については、本株式譲渡契約書に定める価格調整条項に基づき、所

定の価格調整を実施した金額となる予定であります。


